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古
い
時
代
、
モ
ノ
を
動

か
す
道
具
に
修
羅
と
い

う
名
の
木
ゾ
リ
が
あ
っ

た
。
何
事
に
も
動
じ
な
い
帝
釈

天
を
動
揺
さ
せ
、
唯
一
動
か
し

た
の
が
阿
修
羅
。
そ
ん
な
こ
と

か
ら
、
た
い
し
ゃ
く（
帝
釈
）＝

た
い
せ
き（
大
石
）を
動
か
す
木

ゾ
リ
を
修
羅
と
名
付
け
た
▼
修

羅
場
と
は
、
戦
い
の
た
だ
中
の

こ
と
。
相
手
を
け
落
と
し
て
、

命
ま
で
も
奪
う
。
生
死
を
分
け

る
骨
肉
の
戦
場
が
修
羅
場
で
あ

る
が
、
そ
の
修
羅
場
も
ま
た
、

戦
い
の
魔
神
、
阿
修
羅
に
由
来

す
る
▼「
修
羅
場
を
く
ぐ
っ
た
」

人
と
は
、
い
ざ
と
い
う
時
に
覚

悟
が
で
き
て
い
る
人
の
こ
と
で

あ
る
。
そ
し
て
私
た
ち
は
、
厳

し
い
情
況
で
う
ろ
た
え
る
自
分

を
対
比
さ
せ
て
、
一
目
も
二
目

も
お
く
。
と
こ
ろ
が
凡
人
と
は

卑
屈
な
も
の
で
、
持
ち
上
げ
た

一
方
で
「
随
分
悪
事
を
働
い
た

だ
ろ
う
」
と
想
像
を
逞
し
く
す

る
▼
奈
良
の
大
寺
、
興
福
寺
の

阿
修
羅
像
は
少
年
の
よ
う
に
清

楚
で
穏
や
か
な
表
情
を
し
て
い

る
の
だ
け
れ
ど
、
今
は
時
の
人

と
な
っ
た
Ｈ
氏
の
心
の
奥
を
覗

い
て
み
た
い
と
思
う
。

　

冒
頭
に
石
澤
会
長
は
「
景
気
回

復
の
兆
し
が
見
ら
れ
る
今
こ
そ
、

意
欲
的
に
経
営
を
展
開
し
、
そ
し

て
活
気
あ
る
商
工
会
活
動
を
通
じ

て
地
域
経
済
発
展
に
全
力
を
尽
く

さ
ね
ば
な
ら
な
い
。

　

富
山
県
商
工
会
連
合
会
（
石
澤
義
文
会
長
）
は
一
月
十
日
、
新

春
懇
談
会
を
富
山
市
内
で
開
い
た
。
齊
田
道
男
県
副
知
事
他
多
数

の
来
賓
と
県
下
三
十
二
商
工
会
長
・
事
務
局
責
任
者
ら
約
百
二
十

名
が
出
席
し
、
地
域
経
済
の
活
性
化
や
商
工
会
の
合
併
再
編
に
向

け
決
意
を
新
た
に
し
た
。

　

厳
し
い
行
財
政
改
革
の
中
で
、

商
工
会
の
存
続
を
図
る
た
め
に
は
、

商
工
会
の
あ
り
方
を
見
直
し
、
体

質
、
構
造
改
革
を
図
り
な
が
ら
、

組
織
規
模
を
大
き
く
し
強
化
す
る

必
要
が
あ
る
。
で
き
る
だ
け
早
く

合
併
、
再
編
に
取
り

組
ん
で
い
き
た
い
」

と
挨
拶
し
た
。

　

続
い
て
、
平
成
十

七
年
度
の
モ
デ
ル
商

店
、
モ
デ
ル
企
業
の

表
彰
を
行
い
、
齊
田

県
副
知
事
、
山
本
修

県
議
会
副
議
長
、
魚

津
龍
一
県
町
村
会
長
、

力
示
健
蔵
県
市
議
会

議
長
会
長
、
梅
沢
益

美
県
町
村
議
会
議
長

会
長
、
石
澤
会
長
か

ら
そ
れ
ぞ
れ
受
賞
者

に
表
彰
状
・
記
念
品
が
授
与
さ
れ

た
。

　

引
き
続
き
、
齊
田
県
副
知
事
、

山
本
県
議
会
副
議
長
、
八
嶋
健
三

県
商
工
会
議
所
連
合
会
長
が
祝
辞

を
述
べ
ら
れ
、
魚
津
県
町
村
会
長

の
発
声
で
乾
杯
し
た
。

　

県
、県
議
会
、関
係
団
体
、金
融

機
関
代
表
の
来
賓
、
商
工
会
長
ら

出
席
者
は
和
や
か
に
懇
談
し
、
県

市
長
会
長
の
森
雅
志
富
山
市
長
が

万
歳
を
し
て
盛
会
裡
に
終
了
し
た
。

商
工
会
関
係
県
議
と
意
見
交
換

　

新
春
懇
談
会
に
先
立
ち
、
石
澤

会
長
、
濱
田
、
大
西
両
副
会
長
、

山
本
専
務
理
事
は
県
商
工
会
議
員

連
盟
（
竹
内
弘
則
代
表
幹
事
）
の

県
議
（
十
二
名
出
席
）
を
招
き
、

小
規
模
事
業
対
策
や
組
織
再
編
に

つ
い
て
意
見
交
換
し
た
。

合合合合合合合合合合合
併併併併併併併併併併併
再再再再再再再再再再再
編編編編編編編編編編編
へへへへへへへへへへへ
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２　射水市長・同議長と商工会長と
の懇談会、女性部ゼミナール、
商工会職員全体研修会

３　新会社法
４　商工会訪問元気シリーズ、商工
同友会活性化研究会

５　アドバイス経営、優遇提携ロー
ン実績、業況ＤＩ１０－１２月

６　経営指導員レポート、ワンポイ
ント税務

７　大雪に対する中小企業対策、所
得税雪害対策控除、最低賃金、
労働条件明示

８　３月各地イベント案内、トライ
アル発注商品の募集、改正高年
齢者雇用安定法

決
意
新
た
に
挨
拶
す
る
石
澤
県
連
会
長



２

（昭和52年3月12日第三種郵便物認可）　商工会とやま第369号　平成18年2月10日発行（毎月1回20日発行） 

最近の県内経済情勢

�個人消費�

　弱い動きがみられるも
のの、おおむね横ばい。

�生　　産�

　緩やかに増加している。

�設　　備�

　引き続き増加している。

�雇用情勢�

　厳しさが残るものの、
引き続き改善している。

�企業倒産

　低水準で推移している。

●お問い合せは 

北日本印刷株式会社 
コミュニケーション支援企業 

tel 076-432-2126◎本　社 〒930-0094  富山市安住町7-36 
◎東京営業所　tel 03-5296-9201　◎草島工場　tel 076-435-4820 
URL　http://www.knpkk.co.jp/　 E-mail　info@knpkk.co.jp

吉
川
幸
枝
社
長

合併後、初めて開催された射水市長、
同議長と四商工会長との懇談会　　　

　

冒
頭
、
石
澤
会
長
が
「
県
内
商

工
会
は
合
併
に
よ
る
組
織
再
編
を

進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
射

水
市
内
四
商
工
会
も
協
議
す
る
た

め
の
合
併
準
備
会
を
設
置
す
る
こ

と
に
し
て
い
る
。
現
状
を
ご
理
解

い
た
だ
き
ご
支
援
願
い
た
い
」
と

挨
拶
。

　

分
家
市
長
か
ら
は
「
広
域
連
携

や
ま
ち
づ
く
り
な
ど
目
指
す
方
向

は
同
じ
で
あ
り
、
さ
ら
に
連
携
を

密
に
し
て
い
き
た
い
」、
ま
た
、
中

　

富
山
県
商
工
会

女
性
部
連
合
会
主

催
の
女
性
部
ゼ
ミ

ナ
ー
ル
が
、
二
月

八
日
富
山
市
内
に

お
い
て
部
員
百
五

名
が
出
席
し
、
講

師
の
よ
し
川
グ
ル

川
議
長
は
「
新
市
と
な
り
バ
ラ
ン

ス
が
と
れ
た
商
工
業
発
展
に
努
め

た
い
」
と
挨
拶
が
あ
っ
た
。

　

引
き
続
き
意
見
交
換
が
行
わ
れ
、

新
規
事
業
へ
の
予
算
要
望
や
合
併

に
向
け
て
の
方
向
づ
け
等
が
話
し

合
わ
れ
た
。
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女性部ゼミナール

ー
プ
代
表
取
締
役
社
長
吉
川
幸
枝

氏
か
ら
「
不
況
こ
そ
出
番
！
前
向

き
人
生
一
直
線
」
を
テ
ー
マ
に
講

演
い
た
だ
い
た
。

　

吉
川
社
長
は
「
不
況
の
時
こ
そ

日
々
新
し
い
こ
と
へ
の
挑
戦
で
あ

り
、
力
が
湧
い
て
く
る
。
こ
れ
を

乗
り
越
え
た
と
き
自
信
に
変
わ
り
、

不
況
は
苦
に
な
ら
な
い
。

　

一
時
期
な
り
ふ
り
構
わ
ぬ
商
売

を
し
て
い
た

が
、
こ
れ
が

い
つ
ま
で
も

続
く
仕
事
で

は
な
い
と
気

づ
き
、
社
会
に
恩
返
し
を
と
思
う

よ
う
に
な
っ
た
。
利
益
追
求
の
商

売
か
ら
、
喜
び
を
与
え
る
サ
ー
ビ

ス
が
本
当
の
商
売
で
あ
る
と
知
り
、

常
に
「
心
遣
い
」「
気
遣
い
」「
気

づ
き
」「
気
回
し
」
を
真
髄
と
し
て

経
営
に
当
た
っ
て
い
る
。

　

経
営
者
は
現
場
を
よ
く
見
て
、

新
た
な
発
想
は
即
実
行
し
て
み
る

こ
と
で
あ
る
。
女
性
は
な
に
よ
り

家
庭
を
し
っ
か
り
築
き
上
げ
る
こ

と
が
大
切
。
会
社
経
営
に
も
通
じ
、

そ
れ
は
宝
石
に
な
い
輝
き
に
な

る
」
と
話
さ
れ
た
。

　

射
水
市
の
分
家
静
男
市
長
、
中

川
一
夫
市
議
会
議
長
と
小
杉
町
、

大
門
町
、
大
島
町
、
下
村
の
各
商

工
会
長
と
の
懇
談
会
が
一
月
二
十

三
日
、
射
水
市
内
で
開
催
し
、
活

発
な
意
見
交
換
が
行
わ
れ
た
。

　

富
山
県
商
工
会
職
員
協
議
会

（
清
水
正
之
会
長
）
の
職
員
全
体

研
修
会
が
一
月
二
十
八
日
、
県
中

小
企
業
研
修
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て

百
二
十
名
の
出
席
に
よ
り
開
催
。

　

清
水
会
長
は
「
組
織
再
編
に
と

も
な
い
職
場
環
境
も
大
き
く
変
わ

ろ
う
と
し
て
お
り
、
こ
の
た
め
職

員
協
議
会
で
は
課
題
に
つ
い
て
委

員
会
を
発
足
し
対
応
し
て
い
き
た

い
。
ま
た
、
職
員
が
心
を
一
つ
に

し
て
組
織
活
性
化
に
取
り
組
む
こ

と
が
大
切
」
と
挨
拶
が
あ
っ
た
。

　

引
き
続
き
県
連
よ
り
、
商
工
会

を
取
り
巻
く
諸
情
勢
と
し
て
、
合

併
に
よ
る
組
織
再
編
の
推
進
計
画

や
補
助
対
象
職
員
定
数
削
減
、
給

与
制
度
改
正
な
ど
に
つ
い
て
説
明

を
受
け
た
。

　

こ
の
後
、

四
班
に
分
か

れ
て
財
政
基

盤
の
確
立
な

ど
に
つ
い
て

デ
イ
ス
カ
ッ

シ
ョ
ン
を
行

っ
た
。
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確
立
に
向
け

職
員
全
体
研
修
会

組
織
再
編

財
政
基
盤

射
水
市
長
・
同
市
議
会

議
長
と
商
工
会
長
と
の

懇
談
会  
…
…
…
…
…
…
…
…
１
月　

日
２３

百
二
十
名
が
出
席
し
て　

行
な
わ
れ
た
職
員
研
修
会
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中小企業と歩む『信用保証』
売掛債権を担保に　→　売掛債権担保融資保証
創業、分社化に　→　新事業創出関連保証
創 業 に　→　創 業 関 連 保 証
経 営 革 新 に　→　経 営 革 新 関 連 保 証
ベ ン チ ャ ー に　→　研究開発等事業関連保証

富山県信用保証協会
本　　　所　富山市総曲輪２丁目１番３号（富山商工会議所ビル４・５階）
　　　　　　　　　TEL　（０７６）４２３－３１７１
高岡連絡所　高岡市丸の内１番４０号（高岡商工ビル６階）
　　　　　　　　　TEL　（０７６６）２１－６８２０
　　　　　　　　　　　　　　http://www.cgc-toyama.or.jp/

　

有
限
会
社
制
度
を
廃
止
し
て

　

株
式
会
社
制
度
に
一
本
化

　

有
限
会
社
が
廃
止
さ
れ
、
株
式

会
社
に
一
本
化
さ
れ
ま
す
が
、
既

存
の
有
限
会
社
は
「
特
例
有
限
会

社
」
と
し
て
存
続
し
、
引
き
続
き

従
前
の
有
限
会
社
の
規
律
を
維
持

す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
法
的
に
は
「
社
員
」
を「
株

主
」
に
読
み
替
え
る
等
「
株
式
会

社
」
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
ま
す
。

　

特
例
有
限
会
社
か
ら

　

株
式
会
社
へ
の
移
行

　

特
例
有
限
会
社
を
株
式
会
社
へ

変
更
す
る
場
合
に
は
、
定
款
変
更

に
よ
る
商
号
変
更
手
続
き
が
必
要

と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
登
記
手
続

き
と
し
て
特
例
有
限
会
社
に
つ
い

て
は
解
散
登
記
が
、
商
号
変
更
後

の
株
式
会
社
に
つ
い
て
は
設
立
登

記
が
必
要
で
す
。

　

最
低
資
本
金
制
度
が
撤
廃

　

現
行
法
の
最
低
資
本
金
（
株
式

会
社
一
千
万
円
、
有
限
会
社
三
百

万
円
）
の
制
限
が
撤
廃
さ
れ
、
最

低
一
円
か
ら
で
も
会
社
設
立
が
で

き
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
起
業
家

や
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
が
会
社
を
設

立
し
や
す
く
な
り
ま
す
。

　

株
式
譲
渡
制
限
会
社
と

　

公
開
会
社

　

新
会
社
法
で
は
、「
株
式
譲
渡
制

限
会
社
」
以
外
の
会
社
を
「
公
開

会
社
」
と
い
い
ま
す
。「
株
式
譲
渡

制
限
会
社
」
と
は
、
す
べ
て
の
株

式
譲
渡
に
つ
い
て
、
会
社
の
承
認

を
必
要
と
す
る
旨
、
定
款
に
定
め

が
あ
る
株
式
会
社
を
い
い
ま
す
。

　

株
式
譲
渡
制
限
会
社
で
は
、
取

締
役
会
と
監
査
役
の
設
置
義
務
を

　

昨
年
六
月
二
十
九
日
に
新
会
社
法
が
成
立
し
ま
し
た
。
こ
れ
ま

で
の
会
社
に
関
す
る
規
定
は
商
法
第
二
編
、
有
限
会
社
法
、
商
法

特
例
法
で
し
た
が
、
今
回
こ
れ
ら
を
整
理
・
統
合
し
て
新
た
に
制

定
さ
れ
た
の
が
「
会
社
法
」
で
す
。
こ
の
「
会
社
法
」
に
よ
り
会

社
制
度
が
大
幅
に
改
正
さ
れ
、
施
行
時
期
は
今
春
（
五
月
頃
）
に

予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
主
な
改
正
ポ
イ
ン
ト
は
次
の
と
お
り
で
す
。
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会
社
制
度
が
大
き
く
変
わ
り
ま
す

任
意
と
し
、
取
締
役
は
一
名
で
も

よ
い
こ
と
、
取
締
役
、
監
査
役
の

任
期
は
最
大
十
年
ま
で
延
長
で
き

る
な
ど
簡
易
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

会
計
参
与
制
度
の
創
設

　
（
設
置
は
任
意
）

　

会
計
参
与
制
度
と
は
、
計
算
書

類
の
信
頼
性
、
正
確
性
の
向
上
を

図
る
た
め
の
制
度
。

　

会
計
参
与
は
、
任
意
設
置
の
機

関
と
し
て
、
会
計
の
専
門
家
で
あ

る
公
認
会
計
士
又
は
税
理
士
が
取

締
役
と
共
同
し
て
計
算
書
類
を
作

成
す
る
と
と
も
に
、
会
社
と
は
別

に
計
算
書
類
を
保
存
し
、
株
主
や

債
権
者
に
対
し
て
、
こ
れ
を
開
示

す
る
職
務
を
担
い
ま

す
。

　

類
似
商
号
規
制
の

　

廃
止

　

同
一
市
区
町
村
内

で
、
同
一
営
業
の
た

め
の
商
号
を
登
記
で

き
な
い
と
す
る
類
似

商
号
規
制
に
つ
い
て
、

会
社
の
設
立
手
続
き

を
簡
略
化
す
る
な
ど

の
観
点
か
ら
廃
止
さ

れ
る
。
た
だ
し
、
類

似
商
号
で
あ
っ
た
場

合
、
使
用
差
止
め
や

損
害
賠
償
請
求
の
訴
訟
は
従
来
ど

お
り
不
正
競
争
防
止
法
に
よ
っ
て

行
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

新
た
な
会
社
類
型

　
（
合
同
会
社
）
の
創
設

　

創
業
の
活
発
化
等
を
図
る
た
め
、

出
資
者
の
全
員
が
有
限
責
任
社
員

で
、
内
部
関
係
に
つ
い
て
は
民
法

上
の
組
合
と
同
様
の
規
律
（
原
則

と
し
て
、
社
員
全
員
の
一
致
で
定

款
の
変
更
そ
の
他
会
社
の
在
り
方

の
決
定
が
行
わ
れ
、
各
社
員
が
自

ら
会
社
の
業
務
の
執
行
に
当
た
る

と
い
う
規
律
）
が
適
用
さ
れ
る
新

た
な
会
社
類
型
（
合
同
会
社
）
が

創
設
さ
れ
る
。

新「会社法」現行制度内　容
ひらがな文語体カタカナ文語体表 記

株式会社、合名会社、
合資会社、合同会社

株式会社、有限会社、
合名会社、合資会社設立できる会社

制限なし株式会社：１０００万円
有限会社：３００万円最 低 資 本 金 額

残高証明で可必要発 起 設 立 時 の
払込金保管証明

１人以上株式会社：３人以上
有限会社：１人以上取 締 役 の 数

原則２年（株式譲渡制
限会社は最長１０年）

株式会社：２年
有限会社：制限なし取 締 役 の 任 期

すべての株式会社で
設置可能（新設）規定なし会 計 参 与

可能（商号登録されて
いるものを除く）不可同 一 市 町 村 の

類 似 商 号

新「会社法」での主な変更点
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富
山
県
商
工
同
友
会
は
、
一
月

十
二
日
富
山
県
中
小
企
業
研
修
セ

ン
タ
ー
に
お
い
て
地
域
経
済
活
性

化
研
究
会
を
開
催
し
た
。

　

講
師
に
は
、�
地
域
振
興
研
究

所
の
谷
本
亙
氏
（
写
真
）
を
招
き
、

同
友
会
の
本
年
度
の
研
究
課
題

「
ま
ち
づ
く
り
と
広
域
連
携
」
を

テ
ー
マ
に
研
修
し
た
。

　

谷
本
氏
は
、「
合
併
に
よ
っ
て
シ

ス
テ
ム
化
が
進
み
情
報
の
集
中
、

分
散
が
機
能
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。

逆
に
人
と
の
関
わ
り
が
少
な
く
な

っ
て
、
真
の
情
報
が
行
き
か
う
か

は
疑
問
が
あ
る
。
さ
ら
に
マ
ー
ケ

ッ
ト
は
広
が
っ
た
が
、
実
際
は
隣

町
、
村
に
つ
い
て
知
ら
な
い
こ
と

が
多
く
、
こ
の
こ
と
が
次
の
段
階

に
行
け
な
い
で
い
る
。
ま
ず
市
民

レ
ベ
ル
で
合
併
し
た
町
、
村
を
知

代表取締役　島 津 貴 之

る
こ
と
を
意

識
的
に
進
め
、

情
報
を
共
有

す
る
こ
と
で

力
に
し
て
ほ

し
い
」
と
話

さ
れ
た
。
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同
友
会
活
性
化
研
究
会

総合宴会場 ばんば（小矢部）

株式会社 織田は、火と土と水を通じて、
豊かな暮らしを提案します。

�  株式会社 織田
〒９３９‐０３５１ 射水市戸破４１１２‐１
　　　TEL（０７６６）５５‐０１０４
　　　FAX（０７６６）５５‐１８９６

小杉工業倶楽部
㈱アペックス和光富山営業所
㈱ 安 達 工 業
ア ル ミ フ ァ ク ト リ ー ㈱
㈱ 大 谷 工 業
救 急 薬 品 工 業 ㈱
源 平 製 薬 ㈱
㈱ 小 杉 光 電 社 工 事 部
㈲ 小 杉 自 動 車
笹 谷 工 業 ㈱
シ ン コ ー 運 輸 倉 庫 ㈲

㈱ 杉 沢 薬 品
杉 山 製 機 ㈱
大 協 薬 品 工 業 ㈱
タ ケ ウ チ ゴ ー セ イ ㈱
立 山 化 成 ㈱
道 路 技 術 サ ー ビ ス ㈱
北陸電力㈱高岡支社電力部
ミ ユ キ 化 成 ㈱
ヤ マ サ ン 食 品 工 業 ㈱

新日本石油特約店

有限会社　　　　

中谷商事

〒９３９‐０３５１　射水市戸破３３４０
ＴＥＬ（０７６６）５５‐１２４０
ＦＡＸ（０７６６）５５‐１２４１

��������	
��

�  株式会社安達工業
営業品目

★内・外装化粧パネルの製造　　　
★金属多孔体フィルターの製造
★建築用鋼製型枠の製造・施工　

ＩＳＯ9001（2000）認証取得

【本社工場】
〒９３９－０３５１　富山県射水市戸破３２―９
tel．０７６６（５６）２８００　fax．０７６６（５６）００３１

【高岡工場】
〒９３３－０００２　富山県高岡市吉久１‐１‐１６０
tel．０７６６（２８）８１００　fax．０７６６（２５）２８７９

　

「
精
一
杯
や
ら
せ
て
頂

き
ま
す
」
が
口
癖
の
よ
う

な
島
津
社
長
が
、
現
在
の

場
所
に
店
舗
を
移
転
・
新

築
開
店
さ
せ
た
の
は
平
成

十
七
年
七
月
の
こ
と
。
移

転
を
契
機
に
店
舗
名
も
「
仕
出
し

屋
さ
ん
」
か
ら
、
少
し
で
も
石
動

商
店
街
の
活
性
化
の
お
役
に
た
て

れ
ば
、
と
の
願
い
を
込
め
て
総
合

宴
会
場「
ば
ん
ば
」と
改
名
し
た
。

多
様
な
形
態
の宴

席
に
対
応

　

江
戸
時
代
、
移
転
先
の
近
辺
に

は
町
民
に
対
す
る
規
則
や
掟
事
を

書
き
し
る
し
た
御
高
札
が
立
て
ら

れ
、
町
の
政
治
の
中
心
と
し
て
大

い
に
栄
え
て
い
た
。
当
時
の
人
々

は
こ
の
土
地
を
馬
場
（
ば
ん
ば
）

と
呼
ん
だ
。

　

何
処
の
商

店
街
で
も
、

町
の
活
性
化

の
問
題
は
頭

の
痛
い
と
こ

ろ
で
あ
ろ
う
。

島
津
社
長
は

「
ば
ん
ば
」
は

昔
か
ら
町
の
中
心
地

ば
ん
ば
社
屋
全
景

移
転
を
契
機
に

総
合
宴
会
場
へ

昔
な
が
ら
の
土
地
の
名
称
に
願
い

を
込
め
た
。

　

新
し
い
店
舗
は
旧
馬
場
の
交
差

点
角
に
立
地
し
て
い
る
。
総
合
宴

会
場
だ
け
に
、
家
族
の
会
食
か
ら

法
事
・
結
婚
式
ま
で
、
さ
ま
ざ
ま

な
形
態
の
宴
席
に
対
応
で
き
る
よ

う
工
夫
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
設

備
だ
け
で
は
な
く
食
事
も
和
洋
折

衷
な
ん
で
も
対
応
し
て
い
る
。

　

宴
席
の
大
小
に
関
わ
ら
ず
、
一

度
は
気
軽
に
店
に
連
絡
し
て
み
て

は
ど
う
だ
ろ
う
か
。
島
津
社
長
や

ス
タ
ッ
フ
の
「
精
一
杯
」
に
触
れ

る
価
値
は
十
分
に
あ
る
と
思
う
。 会席料理

総
合
宴
会
場 
ば
ん
ば

小
矢
部
市
中
央
町
四
‐
十
五

営
業
時
間　

７
：　

〜　

：　

００

２４

００

（
定
休
日
な
し
）

Ｔ
Ｅ
Ｌ
０
７
６
６
‐
６
７
‐
１
２
３
４

Ｆ
Ａ
Ｘ
０
７
６
６
‐
６
８
‐
１
２
３
３

E
m
ail
sid
asiya@

p
1.tst.ne.jp

 
‐ 
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確
定
申
告
が
始
ま
っ
た
。
長
か

っ
た
不
況
に
よ
っ
て
個
人
経
営
の

小
規
模
企
業
の
多
く
は
利
益
が
低

迷
し
て
い
る
。
赤
字
決
算
の
企
業

が
七
割
―
―
と
言
わ
れ
る
よ
う
に

今
、
繁
栄
で
き

る
条
件
を
満
た

し
て
い
る
企
業

は
少
な
い
。
そ

れ
だ
け
に
今
年
こ
そ
、
景
気
回
復

の
環
境
を
活
か
し
て
「
黒
字
決
算

の
確
保
に
専
念
」
す
る
こ
と
が
最

重
要
で
あ
る
。

　

企
業
を
経
営
す
る
以
上
「
利
益

会
」
が
確
定
申
告
を
行
っ
た
直
後

で
あ
る
。
昨
年
の
売
上
げ
、
経
費
、

利
益
の
関
係
か
ら
問
題
の
改
善
点
、

さ
ら
に
企
業
の
存
廃
の
危
険
性
を

も
検
討
す
る
の
で
あ
る
。

　

一
年
に
一
回
位
は
、

家
族
が
揃
っ
て
企
業
の

現
状
把
握
に
始
ま
り
、

問
題
の
認
識
、
そ
し
て

改
善
点
の
推
進
に
取
り
組
む
こ
と

は
、
経
営
者
と
し
て
決
し
て
無
駄

な
こ
と
で
は
無
い
。
そ
の
日
を
休

業
に
し
て
も
、
真
剣
に
考
え
て
み

る
だ
け
の
価
値
は
あ
る
の
で
あ
る
。

の
確
保
」
は
絶
対
条
件
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
慢
性
的
な
不
況
体
質
に

陥
っ
て
い
る
企
業
も
少
な
く
な
い
。

こ
う
し
た
企
業
は
借
金
か
ら
脱
出

で
き
な
い
で
苦
し
ん
で
い
る
。
借

入
金
は
設
備
投
資
な
ら
ば
今
後
、

収
益
性
を
高
め
る
期
待
は
大
き
い

が
、
資
金
不
足
を
補
う
だ
け
の
借

金
で
は
夢
が
乏
し
い
。
こ
う
し
た

視
点
で
「
企
業
を
総
点
検
す
る
機

アドバイス
経 営�
�
�
�
�
�
�
�
	

経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト　

大
橋　

隆
士

　

次
期
（
十
八
年
一
月
―
三
月
）

は
、
小
売
業
、
サ
ー
ビ
ス
業
は
改

善
す
る
見
通
し
と
し
て
い
る
が
、

建
設
業
は
さ
ら
に
悪
化
を
予
想
し

て
い
る
。
な
お
、
全
国
商
工
会
地

域
と
の
Ｄ
Ｉ
比
較
で
下
回
っ
た
の

は
、
業
況
判
断
で
小
売
業
・
サ
ー

ビ
ス
業
、
採
算
で
建
設
業
、
サ
ー

ビ
ス
業
と
な
っ
た
。

　

経
営
上
の
問
題
と
し
て
は
、「
原

材
料
価
格
の
上
昇
」「
需
要
の
停

滞
」「
生
産
設
備
の
不
足
・
老
朽
化
」

な
ど
が
挙
げ
ら
れ
た
。

　

調
査
は
十
二
月
に
県
内
十
商
工

会
の
会
員
企
業
百
五
十
社
を
対
象

に
行
い
、
百
四
十
五
社
が
回
答
し

た
。

大地・明日に向かって
� � �

株式会社　森　崎
代表取締役　森　崎　勝　喜

本　　社　富 山 市 向 新 庄 町 ３ 丁 目 ７ 番２２号
　　　　　TEL（０７６）４５１‐４５６３　FAX（０７６）４５１‐８２９６
舟橋支店　中 新 川 郡 舟 橋 村 東 芦 原 ３４７
　　　　　TEL（０７６）４６４‐１００６　FAX（０７６）４６４‐１２２６

――――「循環型社会に貢献する」森崎グループ――――
★株式会社　森崎　　★総合リサイクルセンター㈱　　★北陸機販サービス㈱
★森崎開発㈱　　　　★㈱エイト興産　　　　　　　　★常東石産㈱　　　　

ビル・家屋解体工事業 一般土木工事請負業 産業廃棄物処理業

商工会員向け提携ローン

申込件数が５３件に！
　昨年８月から順次取扱いを開始してきた、商工会員向け
提携ローンの申込みが、１２月末までで５３件となった。
　商工会別、金融機関別の申込件数は、下表のとおり。

合計石動
信金

富山
信金

富山
銀行

富山
第一
銀行

北陸
銀行

　　 　銀行名

商工会名　  　　
１１朝 日 町
２１１入 善 町
３２１大 山
２１１大 沢 野 町
６１４１婦 中 町
２１１和 合
５２３小 杉 町
５２１２大 島 町
１１大 門 町
１６１３３小 矢 部
２２津 沢
２２福 岡 町
２１１福 光
４４井 波
５３１３３１８８１１合　 計

なお、上記以外の商工会及び金融機関については、この間
申込みがなかった。

申申込込件件数数がが５５３３件件にに！！

　

県
商
工
会
連

合
会
は
、
十
七

年
十
月
〜
十
二

月
期
の
景
気
動

向
調
査
を
ま
と

め
た
。
業
況
判

断
Ｄ
Ｉ
（「
好

転
」
―
「
悪
化
」

社
数
構
成
比
）

は
、
製
造
業
が

前
回
調
査
（
七
―
九
月
）
か

ら
七
・
六
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し

て
二
・
五
と
な
り
二
期
ぶ
り

に
プ
ラ
ス
に
転
じ
た
が
、
建

設
業
、
小
売
業
、
サ
ー
ビ
ス

業
は
悪
化
し
た
。

10－12月期、業況判断ＤＩ
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（※１～３月は予想値）

平成１７年１０～１２月期景況調査
前年同月比（ＤＩ値）

　　区　分

業　種　　

業　況　判　断

１８　年１７　年

１月～３月１０月～１２月７月～９月

　　５．１　　２．５△　５．１製 造 業

△２７．８△２１．１　　０．０建 設 業

△２６．４△４５．２△４４．４小 売 業

△２８．１△４３．８△３６．４サービス業
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全
職
員
が
シ
ス
テ
ム

運
用
可
能
な
体
制　

　

そ
の
中
で
も
年
々
複
雑
化
・

多
様
化
す
る
事
業
者
の
形
態
に

合
わ
せ
て
の
指
導
は
、
個
々
の

指
導
時
間
の
増
大
を
招
き
、
そ

の
た
め
の
対
応
と
し
て
、
ど
う

し
て
も
パ
ソ
コ
ン
等
に
よ
る
機

械
化
の
効
率
に
頼
ら
ざ
る
を
得
ま

せ
ん
。

　

現
在
で
も
過
去
よ
り
申
告
指
導

に
あ
た
っ
て
は
、
パ
ソ
コ
ン
に
よ

る
独
自
の
機
械
化
を
続
け
て
き
て

お
り
、
全
職
員
が
そ
の
シ
ス
テ
ム

を
運
用
で
き
る
体
制
を
維
持
し
て

い
ま
す
が
、
毎
年
の
よ
う
に
続
く

税
法
改
正
に
つ
い
て
は
、
そ
の
全

て
に
対
応
す
る
シ
ス
テ
ム
変
更
が

重
要
と
な
り
ま
す
。

　

広
域
連
携
に
よ
る
申
告
指
導

　

そ
こ
で
、
本
年
よ
り
今
ま
で
活

用
し
て
き
た
申
告
指
導
シ
ス
テ
ム

に
加
え
、
新
た
に
消
費
税
計
算
に

も
対
応
し
た
も
の
へ
、
機
能
向
上

を
図
り
、
よ
り
綿
密
な
指
導
体
制

を
取
る
べ
く
、
近
隣
商
工
会
と
協

力
・
連
携
し
な
が
ら
、
進
め
て
き

た
と
こ
ろ
で
す
。

　

尚
、
詳
し
い
シ
ス
テ
ム
の
内
容

改
正
税
法
へ
の

対
応
に
つ
い
て

　

毎
年
の
こ
と
で
は
あ
り
ま
す
が
、

冬
の
こ
の
時
期
は
事
業
者
に
と
っ

て
、
一
年
の
決
算
・
申
告
を
行
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
重
要
な
季
節

で
す
。
特
に
今
年
は
、
税
法
改
正

の
過
渡
期
で
あ
り
、
そ
の
影
響
が

如
実
に
数
字
と
し
て
表
れ
る
大
事

な
申
告
と
な
り
ま
す
。

　

消
費
税
の
免
税
点
の
引
き
下
げ

に
よ
り
、
課
税
事
業
者
の
増
、
ま

た
所
得
税
の
老
年
者
控
除
の
廃
止
、

年
金
控
除
額
の
減
等
に
よ
り
多
く

の
事
業
者
が
納
税
負
担
増
を
強
い

ら
れ
、
益
々
厳
し
い
環
境
に
お
か

れ
る
訳
で
す
が
、
我
々
経
営
指
導

員
は
そ
う
い
っ
た
状
況
の
中
で
、

小
規
模
事
業
者
に
対
す
る
適
切
な

申
告
指
導
を
行
え
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

源
泉
所
得
税
の
加
算
税

税
を
納
付
し
な
か
っ
た
場
合
に
は

ペ
ナ
ル
テ
ィ
が
課
さ
れ
ま
す
。

　

不
納
付
加
算
税

　

法
定
納
期
限
ま
で
に
納
付
し
な

か
っ
た
場
合
は
、
本
税
の　

％
。

１０

　

重
加
算
税

　

悪
質
な
場
合
は
重
加
算
税
と
し

て
本
税
の　

％
。

３５

　

延
滞
税

　

法
定
納
期
限
の
翌
日
か
ら
納
付

日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
て
、
２
ヶ

月
以
内
は
年
４
・
１
％
、
経
過
し

た
日
以
後
は
年　

・
６
％
。

１４

　

不
納
付
加
算
税
の
軽
減

　

正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
は

課
さ
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
自
発
的
に
納
付
し
た
と
き
は

本
税
の
５
％
に
軽
減
さ
れ
ま
す
。

（
税
理
士　

菅
原
昌
仁
）

Ｑ

�

源
泉
所
得
税
額
を
期
限
内
に

納
付
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
期
限

後
に
銀
行
で
納
付
し
ま
し
た
が
罰

則
は
あ
る
の
で
し
ょ
う
か
。

Ａ

�

納
期
限

　

源
泉
徴
収
義
務
者
が
従
業
員
等

の
給
料
か
ら
源
泉
徴
収
し
た
所
得

税
の
法
定
納
期
限
は
、
給
料
を
支

払
っ
た
月
の
翌
月　

日
と
さ
れ
て

１０

い
ま
す
。

　

但
し
、
小
規
模
な
事
業
者
で
納

期
の
特
例
の
承
認
を
受
け
て
い
る

者
は
、
１
〜
６
月
分
は
７
月　

日
、

１０

７
〜　

月
分
は
翌
年
１
月　

日
又

１２

１０

は
１
月　

日
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

２０

　

こ
の
法
定
納
期
限
ま
で
に
源
泉

に
つ
い
て
は
、
紙
面
の
都
合
上
掲

載
は
で
き
ま
せ
ん
が
、
当
然
な
が

ら
、
こ
う
い
っ
た
取
り
組
み
に
つ

い
て
は
、
直
接
事
業
者
へ
の
負
担

軽
減
に
な
る
ば
か
り
で
な
く
、
指

導
体
制
の
効
率
化
、
ひ
い
て
は
よ

り
内
容
の
濃
い
決
算
指
導
が
可
能

で
あ
り
、
改
善
の
効
果
が
は
っ
き

り
し
ま
す
の
で
、
今
後
も
こ
の
分

野
に
対
す
る
方
針
は
維
持
し
て
い

き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。　
　

　

時
代
の
課
題
へ
対
応
し
た

経
営
指
導　

　

今
、
事
業
者
に
と
っ
て
の
最
優

入善町商工会 

経営指導員　田 原 明 人

経経
営営
指指
導導
員員

レレ
ポポ
ーー
トト

事 務 所 / 富山市山室荒屋５１４　第二スタジオ / 富山市針原中町
第一スタジオ / 富山市五福新町

素　泊　大人３，９６１円
朝食付　大人４，６５４円

先
課
題
は
何
か
と
考
え
た
時
、
も

う
売
上
増
以
外
に
打
つ
手
が
な
く

な
っ
て
い
る
よ
う
に
感
じ
ま
す
。

専
門
家
の
難
し
い
理
論
や
分
析
・

対
応
策
、
支
援
策
は
理
解
で
き
ま

す
が
、
事
業
者
自
身
の
力
が
高
齢

化
や
そ
の
他
の
要
因
に
よ
っ
て
限

界
に
近
づ
い
て
い
ま
す
。

　

当
た
り
前
の
こ
と
で
す
が
、
そ

の
こ
と
を
我
々
指
導
員
は
一
番
に

考
え
な
け
れ
ば
、
将
来
に
繋
が
ら

な
い
と
い
う
こ
と
を
肝
に
命
じ
、

今
後
の
指
導
に
あ
た
り
た
い
と
思

い
ま
す
。
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雪
害
で
住
宅
・
家
財
等
に
被
害

を
受
け
ら
れ
た
方
や
家
屋
の
倒
壊

を
防
止
す
る
た
め
の
屋
根
の
雪
下

ろ
し
費
用
な
ど
に
支
出
さ
れ
た
方

に
は
、
所
得
税
の
軽
減
措
置
が
適

用
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

☆
次
の
雑
損
控
除
も
し
く
は
災
害

減
免
法
の
ど
ち
ら
か
有
利
な
方
の

選
択
と
な
り
ま
す
。

【
雑
損
控
除
】

・
損
害
を
受
け
た
金
額
（
保
険
金

補
て
ん
金
額
を
除
く
）
が
、
損
害

を
受
け
た
年
分
の
所
得
金
額
の
十

分
の
一
相
当
額
を
超
え
る
方

・
損
害
を
受
け
た
資
産
の
取
り
壊

し
費
用
や
雪
下
ろ
し
費
用
（
支
出

　

県
で
は
、今
冬
の
大
雪
被
害
に

対
し
、金
融
相
談
窓
口
の
設
置
、県

融
資
制
度
の
弾
力
的
な
運
用
を
通

じ
、
中
小
企
業
者
へ
の
支
援
を
し

て
い
ま
す
。

一　

特
別
相
談
窓
口
の
設
置

・
名
称

　
「
雪
害
対
策
金
融
相
談
窓
口
」

・
設
置
場
所

　

商
工
労
働
部
経
営
支
援
課
内

　

０
７
６
‐
４
４
４
‐
３
２
４
８

・
設
置
期
間

　

平
成　

年
１
月　

日�
〜

１８

１７３
月　

日�
　

３１

二　

県
融
資
制
度
の
利
用

設
備
投
資
促
進
資
金（
設
備
資
金
）

・
融
資
限
度
額　

五
〇
〇
〇
万
円

・
償
還
期
間　

七
年
以
内

・
融
資
利
率

　

年
１
・
７
５
％
以
内

経
営
安
定
資
金　

地
域
産
業
対
策

枠
（
運
転
資
金
）

・
融
資
限
度
額　

五
〇
〇
〇
万
円

・
償
還
期
間　

七
年
以
内

・
融
資
利
率

　

年
１
・
５
５
％
以
内

　
　

大
雪
の
た
め
の
弾
力
的
運
用

と
し
て
、
最
近
一
ヶ
月
の
売
上

が
前
年
同
期
に
比
べ　

％
以
上

１０

減
少
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
取

扱
期
間
は
三
月
三
十
一
日
ま
で
。

小
口
事
業
資
金
（
設
備
・
運
転
資

金
）

・ 
融
資
限
度
額　

一
二
五
〇
万
円

・
融
資
期
間　

設
備
七
年
以
内

　
　
　
　
　
　

運
転
五
年
以
内

・ 
融
資
利
率　

　

年
１
・
６
５
％
以
内

◇　

◇　

◇

労働条件は書面を交付し、明示しましょう！
◆　就業場所や労働時間、賃金、休暇などの労働条件がはっきりと明示
されていない場合、労働者が予期に反した低労働条件で労働を強いられ
たり、後日のトラブルにもなるため、使用者には、労働契約の締結に際
し、パートタイム労働者、アルバイトを含めすべての労働者に対して書
面によって労働条件を明示することが義務付けられています。

（労働基準法第15条）
◆　従業員との確かな信頼関係を結ぶために、しっかりとした労働契約
を結びましょう。

厚生労働省　富山労働局

��������	
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������
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�
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し
た
日
に
属
す
る
年
分
）
な
ど
の

災
害
関
連
支
出
の
金
額
が
、
五
万

円
を
超
え
る
方

【
災
害
減
免
法
】

・
損
害
を
受
け
た
年
分
の
所
得
金

額
が
一
千
万
円
以
下
で
、
損
害
額

が
住
宅
や
家
財
の
額
の
二
分
の
一

以
上
で
あ
る
方

★
軽
減
措
置
の
適
用
を
受
け
る
た

め
に
は
、
確
定
申
告
が
必
要
で
す
。

詳
し
く
は
、
お
近
く
の
税
務
署
へ

富山県の最低賃金一覧表
（※）は今年度に改正されたもの

発行日時間額日額最低賃金の種類

１７．１０．１時間額６４８円富山県（地域別）最低賃金（※）

７．１１．２４７０５円５，６３７円洋紙、板紙、学用紙製品製造業

産
業
別
最
低
賃
金

１０．１２．２６７５３円６，０２４円高炉によらない製鉄、製鋼・製鋼圧
延業

１２．１２．２６７７０円６，１５６円
非鉄金属第１次製錬・精製業、非鉄金属・
同合金圧延業、アルミニウム・同合金ダ
イカスト、非鉄金属ダイカスト製造業

１２．１２．２２７５３円６，０１９円建築用金属製品、アルミニウム・同
合金プレス製品製造業

１４．１．２５７７３円６，１８０円
トラクタ、金属工作機械、機械工具、
その他の一般産業用機械・装置、玉軸
受・ころ軸受、産業用ロボット製造業

１５．３．２２６９８円５，５８３円電気機械器具、情報通信機械器具、
電子部品・デバイス製造業

１８．２．３時間額７７１円自動車・同附属品製造業（※）

１２．１．５７１６円５，７２６円百貨店

１６．３．４時間額７３９円自動車（新車）小売業

（注）　詳しくは、富山労働局賃金室（０７６‐４３２‐２７３５）又は最寄りの労働基準監督署ま
でお問い合わせください。
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地域と共に歩む

大島 金融協会
高岡信用金庫大島支店

北陸銀行大島支店

富山信用金庫大島支店

富山県信用組合射水支店

ＪＡいみず野大島支店
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とびっきりお得な　　　　　

��������������
●忘新年宴会
●各種ご会合 ��������	
����������	
��

９：００～２６：００ 年中無休・２４時間営業営業時間

射水市新開発４５８の１
TEL（０７６６）５２‐３９２２

射水市新開発４５８の２
TEL（０７６６）５２‐２５００　FAXL（０７６６）５２‐２５０５

く
ち
の
香
り
」「
い
の
く
ち
の
ほ
の

か
」
な
ど
多
数
が
展
示
さ
れ
ま
す
。

新
企
画
の「
椿
の
鑑
定
コ
ー
ナ
ー
」

で
は
、
椿
館
名
誉
館
長
の
桐
野
秋

豊
先
生
に
よ
る
椿
鑑
定
が
行
わ
れ
、

我
が
家
の
椿
の
種
類
等
を
知
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

原
種
椿
園
や
育
成
温
室
で
は
め

ず
ら
し
い
ベ
ト
ナ
ム
、
中
国
の
椿

約
八
十
種
が
観
賞
で
き
る
他
、
井

口
中
学
校
会
場
に
お
い
て
、
椿
に

関
す
る
市
民
作
品
の
展
示
や
お
茶

席
、
も
ち
つ
き
、
椿
寿
司
作
り
な

ど
の
体
験
コ
ー
ナ
ー
、

そ
し
て
地
元
の
特
産
品

販
売
コ
ー
ナ
ー
が
あ
り

楽
し
め
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
井
口
商

工
会
（
電
話
０
７
６
３

―
６
４
―
２
２
３
９
）

ま
で
お
問
い
合
わ
せ
下

さ
い
。

第
十
六
回

い
の
く
ち
椿
ま
つ
り

井 口
　

第
十
六
回
い
の
く
ち
椿
ま
つ
り

が
『
椿
発
信
＝
「
和
」「
話
」「
輪
」』

を
テ
ー
マ
に
、
二
十
五
日�
〜
二

十
六
日�
井
口
カ
イ
ニ
ョ
と
椿
の

森
公
園
（
い
の
く
ち
椿
館
・
原
種

椿
園
・
育
成
温
室
）・
井
口
中
学

校
体
育
館
を
会
場
に
開
催
さ
れ
る
。

　

今
年
度
に
完
成
し
た
井
口
カ
イ

ニ
ョ
と
椿
の
森
公
園
で
は
切
り
花
、

鉢
植
え
、
生
け
花
の
展
示
が
行
わ

れ
、
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京
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県
内
外
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賛
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出
品
を
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定

し
て
い
る
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井
口
か
ら
は
「
い
の

展示された椿の花を楽しむ来場者

¥3,000
より

射水市中野６２０‐１　�５２‐０４００　FAX５２‐５５３９

代表取締役　佐々木　章

民間車検工場
特定自主検査工場

産業車輌・各種自動車
販売修理・板金塗装

ＧＳバッテリー・電装品販売修理
医用機器販売修理

射水市中野６２０‐１　�５２‐０４００㈹　FAX５２‐５５３９

株式
会社 佐々木リース商事

有限
会社 ティーディーエス

　中小企業者の開発した新商品を、県が認定のうえ、
試験的に購入するものです。県の認定商品であること
を営業活動において利用していただくことにより、受
注拡大にもご活用ください。認定後は認定書を発行し、
県のＨＰで紹介いたします。

■申請受付時間
　平成１８年３月１日（水）～平成１８年３月３１日（金）【必着】
■申請方法
　所定の用紙に必要事項を記載し、必要書類を添付のうえ、
郵送又は持参にて提出してください。

申請受付

富山県　商工労働部　経営支援課　創業・ベンチャー係まで
　　〒９３０－８５０１　富山市新総曲輪１－７（東別館３階）
　　ＴＥＬ：０７６―４４４－３２４７　ＦＡＸ：０７６―４４４－４４０２
ホームページアドレス：「連合会ＨＰからもアクセスできます」
　　　　http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/１３００/
　　　　kj００００２１５０.html

提出先・問合せ先
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　改正高年齢者雇用安定法が改正され、平成１８年４月１日か
ら、現在６５歳未満の定年の定めをしている事業主は、高年齢
者の６５歳までの安定した雇用を確保するため、次のいずれか
の措置を講じなければなりません。
【高年齢者雇用確保措置の内容】
　　①定年の引上げ
　　②継続雇用制度（再雇用）の導入
　　③定年の定めの廃止
　なお、原則は希望者全員を対象とする制度の導入が求めら
れますが、②の継続雇用制度については、労使協定により継
続雇用制度の対象者を限定することが認められます。
【高年齢者雇用確保措置義務化のスケジュール】
　年金（定額部分）の支給開始年齢の引き上げにあわせ、段
階的に引き上げられます。

６２歳平成１８年４月１日～

６３歳平成１９年４月１日～

６４歳平成２２年４月１日～

６５歳平成２５年４月１日～

●お問い合わせは、富山労働局職業対策課℡０７６‐４３２‐２７９３

改改正正高高年年齢齢者者雇雇用用安安定定法法改改正正高高年年齢齢者者雇雇用用安安定定法法
平成18年４月１日施行平成18年４月１日施行


